温泉新時代の本質Ⅱ by 吉田 春生
温泉新時代の本質?
著者 吉田 春生
雑誌名 地域総合研究
巻 37
号 1
ページ 27-43
発行年 2009-09-30
URL http://id.nii.ac.jp/1654/00001054/
― 27 ―
温泉新時代の本質Ⅱ
吉田　春生＊
	 Many	lovers	of	hot	spring	came	to	take	its	quality	into	consideration	before	traveling	to	a	spa.	
They	want	to	avoid	the	hot	spring	provided	by	a	filtration-circulation	method,	and	to	go	to	the	
spa	with	a	pure	hot	 spring.	But,	 as	 for	 the	hot	 spring	 inns	 recorded	 in	 the	pamphlet	 of	 the	
travel	agency,	most	of	them	adopt	a	filtration-circulation	method.	It	is	that	these	inns	have	a	lot	
of	rooms	while	the	output	of	hot	spring	is	a	little.
	 The	hot	spring	inns	are	divided	into	a	small	scale	inn	where	joins	“Japan	Association	that	
defends	a	secret	hot	spring”,	and	a	large	scale	inn	for	mass	tourists.	The	possibility	has	arisen	
respectively	in	either	in	the	two	types	of	hot	spring	inns.		
２．何が変わったか――温泉観光の変化
温泉宿泊客の意識変化
温泉新時代というべき明らかな変化は，世間的にはやはり2002年に起こったレジオネラ属菌感染事件，
及び04年以降露見した偽温泉騒動が大きな要因となったと一応見ることができる。しかしそれ以前に，す
でに重要な変化は始まっていた。そのことを（社）日本温泉協会が毎年行っているアンケート調査によっ
て確認しておこう。
ここで取り上げるのは1990年と，宮崎県日向市の温泉施設サンパークのレジオネラ属菌感染事件が起き
た前年に当たる2001年のアンケート調査である。その10年ほどの時の経過で，どの程度温泉宿泊客の意識
が変わっていたかを明らかにしておきたい。資料は（社）日本温泉協会が毎年３月に東京駅で行なってい
る「旅と温泉展」の入場者に対するアンケート調査である。90年の温泉観光の実態は，91年３月11日から
16日までの６日間開催された「旅と温泉展」入場者（延べ37万人）から得られたアンケート用紙4,117枚，
また2001年の分は，02年３月11日から15日までの５日間の入場者（延べ45万人）から得られた4,645枚を
分析したものである。
まず，温泉観光を行なった人たちの基礎的なデータについて次のような変化が見られる。
	 	 1990年	 2001年
（男女比率）	 男性比率	 80.0％	 64.3％
	 女性比率	 20.0％	 35.7％
（旅行形態）	 ひとり旅	 3.6％	 3.1％
	 家族・親戚	 52.6％	 67.3％
	 友人	 21.0％	 21.2％
　 　
キーワード：マス ･ ツーリズム対応型大規模温泉旅館，伊東園グループと湯快リゾート，日本秘湯を守る会，旅行形態論
　 　
＊本学福祉社会学部教授
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	 職場団体	 17.7％	 5.3％
	 募集旅行	 2.2％	 1.4％
女性の比率が高くなり，団体旅行で減った分がそのまま家族・親戚の増加分となっている。これは各種
調査・統計によってこれまで示されてきたことと一致している。例えば，1964年から隔年で国民の観光に
関する動向調査を行なってきた（社）日本観光協会によれば1，国内宿泊観光への参加率は，68年で男性
60.2％，女性44.0％だったものが，90年には男性57.8％，女性55.6％と接近し，94年にはついに女性60.3％，
男性60.0％と逆転することになる。また，団体での旅行は68年には52.2％だったものの，すでに90年時点
で12.1％と激減しており，家族との旅行が37.3％，友人とが29.6％となっている。（（社）日本観光協会
2000：19–20）
なお，温泉観光に限定しないすべての宿泊観光客の旅先での行動で見てみると，すべての行動で回答し
てもらった場合は，温泉浴50.3％，自然の風景を見る44.1％，名所・旧跡を見る32.0％だが，主な行動一
つだけを挙げてもらった場合は温泉浴26.1％，名所・旧跡を見る10.5％，テーマパーク8.5％，自然の風景
を見る7.9％となっている（（社）日本観光協会2008：21）。これは旅先で温泉に入る人が半数いるだけで
なく，温泉を最大の目的とする人も４分の１いることを示している。ただ旅行のついでに温泉を利用する
というのでなく，温泉の比重が高くなっているのだということができる。
次に，温泉地選択理由の変化を見てみる。「温泉そのもの」は1990年の19％から2001年には34.5％となっ
ている。ここではっきりしているのは，人工的な環境（観光施設や旅館内の施設）が数パーセント以内の
増減であるのに比べ，温泉そのものの評価が大きな伸びを示している点である。温泉情緒は熊本県黒川温
泉のように，地域共生型の温泉まちづくり等によって生まれる温泉地域全体の情緒であると考えられる
が，それにも増して温泉そのものの見直し・評価が高い伸びを示しているのである。以上からすれば，レ
ジオネラ属菌感染事件や偽温泉騒動以前，つまり2002年以前において，温泉についての宿泊観光客の意識
はすでに変わっていたのだということができる。
2003年公正取引委員会報告書
マーケティングという観点からするならば，温泉そのものに関心がある観光客層という明確な市場細分
化のヒントが，2002年の時点ですでに生まれていた。この細分化された層に向けてはガイドブックが素早
い反応を見せていたが，より広範な意味合いでの温泉新時代というべき様変わりは，2003年７月31日に出
された公正取引委員会の報告書によるところが大きい。公取委の要請によって，後に触れるように，最も
影響力のある旅行会社のパンフレットにおける温泉表示のあり方が変化したからである。温泉専門ガイド
ブックは温泉宿泊客の嗜好の変化に素早く反応し，旅行会社は公取委の（勧告以前の）要請によってパン
フレットの内容を変えたのである。
公取委の2003年時点での問題意識は，当然ながら，当時の温泉に関する時代状況を反映し，温泉の表示
が適切になされているかどうかにあった。
景表法（不当景品類及び不当表示防止法）との関連という視点から示された結論は次の二点である。（公
取委2003：13）
天然温泉という表示は1970年代半ばから全国的に見られるようになったが，実態としては，源泉へ（1）	
の加水 ･ 加熱，「循環ろ過装置による温泉の再利用」，塩素消毒などが行なわれてきた。にもかかわら
ず，パンフレット等において「源泉100％」「天然温泉100％」というような，「源泉をそのまま利用し
ていることを強調するような表示」は，消費者の誤認を招く恐れがある。従って，パンフレット等に
1	 	 2001年度より毎年調査
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おいて「天然温泉」との表示を行なう場合には，加水 ･ 加温，循環ろ過装置の利用の有無に関しての
情報も提供される必要がある。
療養泉として適応症表示を行なう場合には，それが源泉についてのものか浴槽内でのものかについ（2）	
て明示する必要がある。後者の場合については，浴槽内において療養泉としての基準値を維持してい
ることを確認する必要がある。
前者についてはすでに改善されてきたといってよい。公取委は報告書の内容を踏まえて，温泉施設業者
等の全国団体である温泉協会や，旅行業者の団体である旅行業公正取引協議会等へ，消費者に適切な情報
提供するように要請を行なったからである。それと並んで大きかったのは，2005年２月24日付の官報に公
示された温泉法施行規則の一部改正である。加水，加温，循環ろ過，入浴剤・消毒の４項目について，該
当する場合には掲示するように定められたのである。これは情報開示という観点からは大きな進歩といっ
てよい。しかしながら，各都道府県における運用はといえば，その対応はまちまちである。温泉法施行規
則の一部改正に沿うことだけで事足りるとするケースと，そこからさらに進んで温泉愛好家の要望に応え
るべく，より進んだ情報開示をするケースに分かれる。
すなわち，最小限のことしか行なわない都道府県においては，先の４項目に該当する場合だけ，その４
項目の表示が従来の表示に追加される。それもひどい場合には，旅館によっては浴室内の脱衣場など分か
りやすい場所ではなく，遠く離れたフロントに掲示されているケースすらある。また施設によっては，明
らかな循環ろ過方式であるにもかかわらず，何の掲示すらされていないケースもある。（ただし，これに
ついては筆者が見逃しているだけで，館内のどこかには目立たないかたちで掲示されているのかもしれな
い。）しかし，例えば熊本県の場合には，熊本温泉協会が独自の掲示基準を設けており，温泉利用の状況
について，１分当たりの湧出量だけでなく，源泉７，井戸水３のように温泉水の配分や，新湯との入れ替
わり状況（何時間で入れ替わるか），引湯距離まで記載している。また，衛生管理状況についての項目では，
浴槽の清掃状況（毎日，あるいは何日かに１回完全にお湯を抜いて清掃など），水質検査の頻度（年に何
回か）など温泉愛好家が知りたいと思う項目について透明性をアピールしている。情報開示という観点か
らすれば，高く評価されるべきものである。
観光媒体の変化①ガイドブックの内容充実
温泉宿泊客の意識変化を感じ取った観光媒体にも変化は起こっている。まずは温泉専門のガイドブック
である。
ガイドブックではもともと，北海道，東北，関東など地域別に，あるいは東京，京都など人気都市は個
別に，観光名所，宿泊，交通，食事など全般的なことが扱われていた。しかし，旅行目的として温泉の比
重が高まってきたことから温泉旅館だけのガイドブックが発行されるようになった。それはすでに2000年
までに始まっていた。ここで確認するのは，漠然とした温泉志向，もしくは場所や露天風呂といった外形
への関心から，どのようにガイドブックの内容が変わってきたかという点である。
例えば，2000年発行の『Jguide　日本の温泉シリーズ　温泉・宿ガイド　関東』（山と渓谷社）を見ると，
紹介内容の中心がさまざまな形状の露天風呂であり，旅館の全景，料理，旅館の位置する周囲の景観であ
ることが，その豊富な写真から察知できる。温泉の質に関するデータとしては，泉質・泉温と効能が記さ
れるのみである。同じ2000年発行の『まっぷるマガジン　温泉＆やど　九州（2001年度版）』（昭文社）で
は，温泉地自体の案内ではもう少し詳しく，源泉数，泉質・泉温，湯の色・味・におい，PH 値，浴用効能，
飲用の可否が紹介されている。ただし，個別の旅館案内では，内風呂（大中小浴場の別）や露天風呂，家
族風呂といった外形に関わる情報のみしか記載されていない。
『まっぷるマガジン』は，2004年版で見ると東北編と九州編では旅館の温泉情報には差があった。九州
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編では01年版と同じであったものの，東北編ではすでに源泉かけ流しかどうかが分かる表示がされてい
た。そして08年度版では，各編（北海道，東北，関東周辺，信州・新潟，東海・北陸，関西，中国・四国，
九州の全国８ブロック）共通の表示となった。自家源泉かどうかが明示され，源泉かけ流しかどうかが分
かるようになった。温泉地によっては源泉かけ流しの旅館がまったく見られないケースも出てきた。ただ
し，浴槽別の言及はまったくないため，大浴場２，露天風呂４，家族風呂２の内，最も小さな風呂である
家族風呂の一つが源泉かけ流しである旅館が，源泉かけ流しの宿として紹介されることにもなる。そうな
れば，すべての宿泊客が源泉かけ流しを楽しめるかのごとく錯覚される危険性がある。
温泉そのものの情報に関して筆者が最も評価するのは，JAF 出版社の2004年発行『源泉の湯宿めぐり』
シリーズである。そこでは個別の旅館について，泉源，泉質・泉温，PH，飲泉の可否，効能といった『まっ
ぷるマガジン　温泉＆やど』が掲げていたデータの他，毎分の温泉湧出量，自然湧出・掘削による自噴・
動力揚湯の別，各浴槽ごとに源泉そのままのかけ流しか，加水・加温かなど，今日アンケート調査におい
て温泉情報の開示として挙がるほとんどが掲載されている。特に評価されるべきは，ただ漠然と源泉かけ
流し（の風呂がある）かどうかでなく，「源泉ノート」の項目で，浴槽ごとに源泉かけ流しか，加水・加
温がなされているか，循環ろ過方式も採用している併用式かが示されている点である。つまり，温泉専門
ガイドブックの水準として，内湯，露天風呂，家族風呂がそれぞれいくつかあるとして，どれが源泉かけ
流しで，どれが放流循環併用式で，どれが循環ろ過方式かを区分するところまで来ているのである。
なお，すでに前節で触れたが，公平を期すために，2000年の時点でも源泉にこだわる著者によって，不
完全ながら時代を先取りしたガイドブックが出ているので，紹介しておきたい。先の Jguide 日本の温泉
シリーズの一部として刊行された野口悦男著『日本百名湯　源泉の宿』（東日本編・西日本編）である。
各風呂が源泉かどうかが示されており，全旅館についてではないが，毎分の湧出量に言及されている点，
さらには自噴とポンプアップ（動力揚湯）の区別を明記していることで先駆的なガイドブックだというこ
とができる。ただ，JAF の『源泉の湯宿めぐり』が項目の記述方式を標準化しているのに比べ，『日本百
名湯　源泉の宿』では毎分湧出量や冷却の仕方，PH，温度が自由記述のコラム風となっているため統一
感が見られない。例えば，毎分湧出量はかなりの旅館において欠落している。
いずれにしろ，現在の温泉専門ガイドブックの水準は，温泉そのものに関心を抱く人々に対してかなり
の満足感を与えるものとなってきており，旅行会社もまたこの動向に対する一定の姿勢が要求されるよう
になってきたのである。
観光媒体の変化②旅行会社の戦略
温泉専門ガイドブックの動向は，源泉かけ流しを最上とする人々への情報提供として十分なものとなり
つつある。この動向に対して旅行会社はどのような対処をすべきだろうか。極めて重要なポイントは，旅
行会社にとっては，ガイドブックと異なり，一直線に源泉かけ流し賛美には向かえない現実の存在するこ
との確認である。
まず，旅行会社が向き合っていた現実，もしくはその変形がどのようなものであったかを考えるところ
から始めよう。
旅行会社のパンフレットにおける温泉表示をめぐっては，すでに触れたように，源泉に加水・加温，循
環ろ過を行なっているにもかかわらず，「源泉100％」，「天然温泉」など源泉をそのまま利用しているよう
なパンフレット表示について，消費者の誤解を招く恐れがあると公正取引委員会に指摘されたのである。
旅行会社はこの公取委の勧告に従うかたちでパンフレットを改善してきた。その結果，特に大手旅行会社
の目指す方向性が明確になった。ここでは，ツーリズムの様態という観点も取り入れながら，何が起こっ
ているかを明らかにしておきたい。
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代表的な旅行会社のパンフレットが，公取委の指摘後，温泉に関してどのような表示をしているか見て
みよう。
赤い風船（日本旅行）「露天風呂付きのお部屋に泊まる（東北・甲信越・関東・伊豆箱根）」
　　　　　　　　　　（2007年４月–９月版）
泉質，効能，湯の色の他，加水・加温，循環，消毒殺菌についても明示。一部の旅館につい
ては自家源泉のあることが記載されている。パンフレット記載61館中，９館が源泉100％と
いう表示を掲げている。
エース JTB「優雅　華やぎ　東日本編　春夏」（2007年４月–９月版）
泉質，効能の他，大浴場，露天風呂，貸切風呂別に加水・加温，循環ろ過のある場合には明
示されている。パンフレット記載の105軒の旅館中，かけ流しと循環ろ過方式の割合は３：
７である。また，加水・加温も行なわない源泉100％の宿は16館となっている。
２社のパンフレットにおける情報開示は公取委の勧告には応えているものの，現在の温泉専門ガイド
ブックの水準には程遠いものだといってよい。JAF の『源泉の湯宿めぐり』と比べれば一目瞭然である。
泉温や PH 値，毎分当たりの湧出量など，温泉そのものにこだわって旅館を選ぼうとする人たちにとって
不可欠な情報が欠如しているからである。
また，次のようなケースも生まれている。
JTB のパンフレットには，源泉100％と表示される部屋数173室の秋保温泉の旅館がある。173室といえ
ば，定員使用なら700名を超えるような規模の旅館である。その宿が源泉かけ流しを維持できるだろうか。
パンフレットをよく見れば，大浴場４ヵ所，露天風呂３ヵ所の内，一つの露天風呂だけが源泉100％なの
である。しかしながら，「温泉　源泉100％　かけ流し」という旅館の表示を見，写真では大浴場が示され
ていれば消費者は大浴場が源泉かけ流しであるかのような誤ったメッセージを受け取ってしまう。あるい
はまた，「かけ流し（循環）」という紛らわしい表記の旅館もある。おそらく放流循環併用式だと思われる
が，分かりづらい表記である。
このような紛らわしさを通じて，どこに問題があるかははっきりしてきた。大浴場，中浴場といった内
湯，露天風呂，家族風呂（旅行会社のパンフレット表示では貸切風呂）など５ヵ所，８ヵ所あるそれぞれ
の浴槽ごとの正確な情報開示が必要なのである。しかしながら，おそらく，源泉かけ流しにつながってい
く，温泉そのものについてのこだわりが旅行会社のビジネスにおいて中心課題となっていくべきかどうか
については一考を要する。それについて触れる前に，旅行会社のごく一部のパンフレットが，現在の温泉
専門ガイドブックが対応する温泉好みの消費者（旅行客）をターゲットにしているケースにも触れておこ
う。
JR 東日本旅客鉄道会社が出している「地温泉」というパンフレット（個人旅行プラン）には26の温泉
旅館が掲載されているが，それらの旅館の温泉に関する情報は，源泉かけ流しを求める消費者の期待に十
分応える内容となっている。先に紹介した二つのパンフレットにはなかった泉温や毎分の湧出量が明示さ
れ，浴槽ごとの完全な区別とはなっていないものの，旅館によっては加水・加温や併用式の記載もなされ
ているからである。また，JTB 九州のエース JTB「九州宿泊プラン　温泉かけ流しの宿」では泉温や湧
出量は記載されていないものの，浴槽ごとの表示がなされている。パンフレットの表記に従えば，大浴場
や露天風呂別に源泉100％のかけ流しかどうかが分かるようになっている。つまり，先ほど例示した秋保
温泉の旅館のように，小規模な一つの露天風呂が源泉100％であることで他の大浴場までもがそうである
ように誤解される宿はそのパンフレットには含まれていない。「源泉かけ流しの宿」としてふさわしい温
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泉旅館だけがそこでは紹介されており，ターゲットをはっきり定めたパンフレットだということができ
る。
いま見てきた二つのパンフレットは，源泉かけ流しを求める消費者を明確にターゲットとしている。し
かし，先に紹介した JTB と日本旅行の二つのパンフレットは，同じ好みの消費者をターゲットにしてい
るわけではなかった。（源泉100％を謳う宿は２割にも満たないのだから。）有体にいえば，温泉そのもの
にこだわるのではない，もっと幅広い消費者を対象としているはずである。そこからは大手旅行会社が目
指すべき，あるいは現在すでに目指している方向性が明確に読み取れる。それはツーリズムの様態に関
わっている。
本来，源泉かけ流しの温泉とは，毎分の湧出量が6,000ℓ の須川高原温泉（48室）や，8,000ℓ の玉川温
泉（和室128室，ツイン29室，その他８室）といった一軒宿は別格として，10室程度の規模でしか機能し
ないと考えた方がよい。もちろん湯量によっては20室，30室ということもあり得るだろうが，その基本は
小規模，もしくはせいぜい中規模ということになる2。源泉かけ流しの名湯として知られる宿には，大型バ
スでは到達できない宿や，なかんずく駐車場から20分山道を歩かないと辿り着けないような宿が，特に東
北地域にはよく見られる。そのような宿はあるがままの源泉を提供することに意義を見出す施設であり，
宿泊客の願望を次々に叶えるマス・ツーリズムにおいて機能する宿ではない。豪華な食事，檜の露天風呂，
専用露天風呂付きの客室，アロマエステ，２着の浴衣，温泉プール，展望露天風呂，等々，マス・ツーリ
ズムで要求されるものを提供しないことでむしろ源泉かけ流しは維持される。マス・ツーリズムはただ施
設規模の大きさや観光客数の多さでのみ成立しているのでなく，観光客の願望の実現度によっても決定さ
れる（吉田2003：89）。いま挙げたさまざまな意匠によってさらなる湯量が要求されるとき，源泉かけ流
しを維持することは原理的に難しくなるのである。
先の JTB，日本旅行２社のパンフレットが提示しているのは，そのパンフレットがどちらかといえば
個人向け宿泊プランであるにもかかわらず，関係者ならすぐ分かるように，２社のパッケージツアーや団
体旅行でごく日常的に使用されている旅館がほとんどだった。そのパンフレットは，源泉かけ流しの浴槽
を持つ旅館が２割にも満たないことからも明らかなように，「本物の温泉」を楽しむ旅を提供しようとし
ているわけではない。旅行会社はそこで「本物の温泉（= 源泉かけ流し）」を楽しんでもらうよりは，食
べきれないほどの20品に近いような山海の幸が盛られた料理や，現代造園技術の粋を凝らした，名石巨岩
を配した露天風呂の意匠，間近に富士山と河口湖を望む大浴場の景観，あるいは窓の外に箱根の山を望む
数寄屋造りの部屋で本格的な京風懐石料理を楽しんでもらおうと考えているのである。各旅館にすれば，
宿泊客のどの方面の願望をどの程度叶えるかの競争であり，旅行会社にとっては，そのような意匠を凝ら
した魅力的な高級旅館をどのくらい商品ラインナップに並べることができるかの競争である。ここで働い
ているのはマス・ツーリズムのより効果的な機能発揮というべき機制である。
大手旅行会社がこのような方向性を取るのは，必然である。日本人の団体旅行形態には社会構造の反
映として行なわれるものが少なからずある。優秀な販売員のための報奨旅行や，創立記念日に社員・関係
者を呼んで盛大に行なわれる周年記念行事（＝旅行），県・市などの議員後援会旅行，今では少なくなっ
た職場旅行，さらには新製品発表の場としてもコンベンションホールや大宴会場を備えた温泉旅館は有効
である。このように用途の多様化が進展する中で，温泉旅館は単にむかしの宴会型旅行ばかりでなく，日
本の社会の仕組みに適合する可能性を持っている。すなわち，ここに至って，循環ろ過方式の温泉であっ
ても，旅行会社はその有用性を十分に活用できるケースが生まれているのである。いや，ここにこそ，楽
2	 	 源泉かけ流しが可能なぎりぎりの線として，JTB のパンフレットにあるものでいえば，客室30室で大浴場２，露天風呂２，貸
切風呂１，内湯１で，なおかつ25ｍの源泉を使った温泉プールを持つ静岡県蓮台寺温泉清流荘のケースがある。この条件で源泉
かけ流しであるのはその毎分湧出量が550ℓであればこそである
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天トラベルなど WEB 上の旅行会社では力の及ばない，大手旅行会社の国内旅行ビジネスの大きな部分が
いまだ残されているというべきである。
（社）国際観光旅館連盟会員旅館へのアンケート調査によれば，旅行会社からの送客率は，10～30室規
模の旅館では41～50％の幅で22.6％の旅館が該当するものの，10％未満の送客率の旅館は32.3％あり，そ
れほどの旅行会社依存ということではない。しかし，51室以上では次のような数字となる。
　　　　送客率　　　　　　客室51～75室　　　76～100室　　　101室以上
　　　　0～10％	 4.7％	 3.6％	 3.8％
　　　　
　　　　51～60％	 27.9％	 28.6％	 21.2％
　　　　61～70％	 41.9％	 32.1％	 32.7％
＊数字は観光経済新聞社の2004年の「国観連会員の旅行会社　送客率・手数料」調査に
よる（観光経済新聞社2005：532）
客室数51室以上の旅館については，宿泊客の内７割近くを旅行会社からの送客に依存しているところが
３割から４割ある，ということなのである。個別の温泉地・旅館について見ると，指宿温泉ではマス・ツー
リズム対応型旅館のほとんどが70％を超える旅行会社からの送客率である。また，筆者が前著で指摘した，
黒川温泉におけるマス・ツーリズム対応型旅館（客室数60室）も65％となっている（吉田2006：232）。由
布院温泉で知られている玉の湯（18室）と亀の井別荘（21室）は，旅行会社の送客率はわずか10％である。
巨大化の方へ向かわなかった両旅館は，宿泊客からの直接申し込みが70％に達しているのである。
マス・ツーリズム対応型の大型旅館にとって，旅行会社との取引関係は容易に断ち切れるものではない。
しかし同時に，旅行会社への手数料支払い率がほぼ15％と16％に集中しているところからも分かるよう
に，旅行会社に送客を依存することが財務上の大きな負担となることも明らかである。どこに経営上の工
夫を見出していくのかは，50室以上のマス・ツーリズム対応型の旅館にとってはかえって難しくなってい
る。次節で述べるような，温泉地・温泉旅館の分化が進む中，どこに立つのか――ツーリズムの様態とし
て，どのかたちを選ぶのか――を明確にする必要がある。
JTB，日本旅行２社のパンフレットに参加している温泉旅館はすでにその選択をしたのだといえる。覚
悟を決めたのである。その巨大さから循環ろ過方式を採用せざるを得ない旅館にとって，近年の源泉かけ
流し志向の温泉ファンを取り込むことはもう不可能である。であるならば，JTB や日本旅行のパンフレッ
トが明確に打ち出している方向に向かうより仕方がないはずである。旅館側にとっても，特定日を除けば，
休前日以外のウイークデイを個人客だけで満室にするのは黒川温泉や由布院温泉など一部を除いて容易で
はない。温泉を愛好する人たちとは異なる旅行形態の宿泊客を，旅行会社の知恵を借りて送客してもらう
というのが，紛れもなく，旅行ビジネスの一つのかたちであることは確かである。
３．温泉地・温泉旅館の更なる分化と深化
温泉地・温泉旅館のあり方は，分かりやすくいえば，これまで大きく二つに分化してきたし，これから
もさらに分化がくっきりと，明確になっていくと思われる。このことは特に近年，本論文で見てきたよう
な，源泉かけ流しというコンセプトが温泉観光において無視できない一つの動向となってきたことと関係
がある。あるいはまた，マス・ツーリズム対応型の大規模温泉旅館をめぐって，今世紀に入ってから起こっ
ている顕著な動向にも目を向けないわけにはいかない。破綻した大規模温泉旅館（老舗旅館を含む）を買
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い取った企業グループが，１泊２食6,800円～7,800円という格安料金を設定して盛況を極めているという
状況のことである。温泉観光におけるマス・ツーリズムの動向としてこれも無視できない。
この二つの分化とは，①源泉かけ流しを前提として，地域文化というべき湯治や共同湯が残るような温
泉地，②源泉かけ流しにはこだわらず，マス・ツーリズムを徹底化させる方向に向かっている温泉旅館・
温泉地である。ただその中間に，③極端なマス・ツーリズムには向かわない，スモール・ツーリズムから
ミディアム・ツーリズムにある温泉地を想定することもできる。このことが，温泉観光を考える上では混
乱を招くことになる。観光を原理的に，旅行形態論やツーリズムの様態から分析しうるのでなければ，①
～③の区分が曖昧となってしまうからである。
ともあれ，数としては②が最も多く，①の状態にあるのはそれほど多くなく，中間に③が位置する。本
書の「東北温泉論」や「共同湯を考える」で取り上げる温泉地は①と③か，その混在である。ただ，マス・
ツーリズムにさらされていく，その影響を受けたり変質していくというのは現代観光の特色であり，二つ
の論文でもそれには触れている。
ここでは二つの論文では取り上げていないマス・ツーリズムの方向にどのような未来が開けているかを
概観しておこう。
大規模温泉旅館の新動向――伊東園グループと湯快リゾート
②のマス・ツーリズムを徹底化させる方法には方向性の異なる二つがある。一つは，すでに JTB と日
本旅行のパンフレットを分析した際に紹介した，宿泊代金高額化につながっていくような，宿泊客の願望
を満たすようなより高度な施設・サービスを提供する方法である。一方で，マス・ツーリズムの徹底化が，
効率重視の思想と結びつくことで，格安料金の設定が可能となっているケースがある。それが近年話題と
なっている伊東園ホテルグループと湯快リゾートである。さらには，2003年に日帰りの温泉施設を東京の
お台場に建てて成功させ，07年には温泉旅館の経営にも踏み出した大江戸温泉物語が該当する。これら３
グループの温泉旅館経営には共通した手法があり，それが従前の旅館経営者の常識を簡単に打ち破ったの
である。
バブル期以降，過大な設備投資をしてきた大型温泉旅館は1990年代から2000年代において，団体客の減
少から立ち行かなくなる。その結果，レンタルビデオやカラオケチェーンでビジネススタイルを構築して
きた二つの企業が，そのチェーン展開のノウハウを活かした温泉旅館経営を開始することになる。
2001年「カラオケ歌広場」をチェーン展開するするクリアックスの子会社スタディ （ー東京1991年設立）
は静岡県伊東市にある伊東園ホテルを買収し，02年12月には再オープンさせている。開業当初は折り込み
チラシも配布せず，系列カラオケ店とホームページだけの宣伝だったにもかかわらず，程なく客室稼働率
は９割を超えたという。湯快リゾートは2003年９月の設立だが，やはり親会社は関西中心のカラオケ
チェーン企業だった。湯快リゾートは01年７月に倒産した石川県山代温泉の花月荘を買収，彩朝楽として
04年８月にオープンした。
両社の特徴は，それまで当然とされてきたサービスを思い切ってカットしたところにある。例えば，朝
食ばかりでなく，夕食も部屋食でなくバイキング形式とすること，チェックイン時には客室まで案内はし
ないこと，部屋食ではないため布団は予め敷いておくこと，などである。なおかつ，個人客をターゲット
とし，団体や旅行会社からの送客を当てにしないところも特徴的である。旅行会社への15％もの送客手数
料の支払いが旅館側の経営に大きな圧迫となっていることについてはすでに触れたが，伊東園グループと
湯快リゾートは旅行会社に依存する必要のない，レンタルビデオとカラオケチェーンで構築したビジネス
上の集客ノウハウを持っていた。おそらくそれは，後に述べるようなインターネット社会において，むし
ろこれから発展していく可能性のあるものである。以上見てきたように，マス・ツーリズムの一面の特徴
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である効率性（＝業務省力化）によって格安な１泊２食7,800円という料金を実現したのである。
日本旅館の改善というときに，宿泊料金合理化の要求に応えるべく，十年一日のごとく泊食分離という
ことがいわれてきた。しかしこうした発想の方向とはまったく逆に，泊食不分離の格安料金によって，宿
泊料金の不合理さ（＝内訳に関しての不分明さ）など吹き飛んでしまったのである。もちろん，国民宿舎
でなくとも，7,800円に近い宿泊料金の日本旅館はそれまでにもあった。20～30室以下の小・中規模で，
設備にそれほど金をかけず，高額な食材も使わなければ，それは可能だった。しかし，伊東園グループと
湯快リゾートが新たに経営に乗り出した温泉旅館はそうした規模の旅館ではない。料金的には団体向けの
料金15,000円という金額を中ほどにして，10,000円に近い金額と20,000円の方に近い金額に分化していた
100室前後の大規模旅館において，むしろその大規模化を活用して大量廉価販売を仕掛けたのである。
伊東園グループと湯快リゾートの方針は明快である。温泉旅館をゼロから始めようとすれば，温泉掘削
のための費用や建築費用への初期投資は大変なものになる。両社は破綻した温泉旅館を競売で取得するな
ど，初期投資が少なくて済む方法でスタートしている。このビジネススタイルは極めて賢明なものであろ
う。例えば宮崎県のシーガイアが破綻した際，初期投資に2,000億円をつぎ込まれた施設は，アメリカの
投資ファンド，リップルウッドによって186億円で買収された。情緒的なものを排して，合理的に判断す
るならば，日本企業がいずれもシーガイアの将来性に見切りをつけて手を出さなかった以上，いかに格安
にアメリカ企業が買収したとしても文句をつける筋合いではない。
なお，誤解がないように付け加えれば，伊東園ホテルグループや湯快リゾートが旅行会社に依存せず，
個人客をターゲットとしているというのは，10～20室規模の温泉旅館が個人客を重視しているのとはまっ
たく意味が違う。後者は個々人の顔が見えるようなスモール・ツーリズムを目指しているのであり，伊東
園と湯快が実現しているのは，個人・グループ客を大量に集め，マス・ツーリズムの原理によって，格安
料金で先に触れたような効率的なサービスを提供するというビジネスモデルなのである。従って，宿泊者
の方もこのビジネススタイルの温泉旅館に泊まる以上，源泉かけ流しを求めたり，きめ細かなサ－ビスを
求めるべきではない。それを望むなら，100室規模の大型温泉旅館で7,800円というような宿泊代金で済ま
そうと考えるべきではない。料金をそのままに源泉かけ流しの温泉を望むなら，10～20室程度のスモー
ル・ツーリズム対応型の温泉旅館に泊まるべきであろうし，多彩な（あるいは大規模な）施設を好み，な
おかつきめ細かなサービスを求めるなら何倍かの宿泊料金の温泉旅館に泊まるべきである。
サービスとホスピタリティ
おそらく，私たちはサービスということについての根源的なところを問題にすべきである。この際，筆
者に示唆的だと思われるのはサービスとホスピタリティに関する前田勇の次のような見解である。
前田はホスピタリティを，「他者を快く受け入れる精神であり，より具体的には，『他者を歓待すること』
を人間の価値ある行為として位置づける行動規範を称した抽象概念」（前田2007：7），だとしている。そ
して，その基盤を自発性と非職業性においている（前田2007：10）。その上で，サービスとホスピタリティ
の違いについて次のように書いている。
しかしながら，「サービス」が近代以降に成立した，社会と個人にさまざまな便宜性・快適性を供
与する活動を総称した経済用語であるのに対して，ホスピタリティは古代から現代へと続いてきた
“人間としてのあり方”を意味したものなのである。その表記と表現は文化によってそれぞれに異な
る面はあるものの行動規範を示した普遍性のある概念なのであり，両者が異なる次元にあることは明
らかである。したがって，サービスをホスピタリティに置き換えることは不適当であるだけでなく，
明らかな誤りなのである。（前田2007：25）
― 36 ―
地域総合研究　第37巻　第１号（2009年）
前田のいうところは，次のような個人客への対応というケースで考えてみると，何が問題となっている
のか理解されるはずである3。
いまは町外れにある小規模な旅館の女将さんをしている女性が女子大生だった頃の話である。東京の大
学から帰省していた彼女が，家業の旅館でフロントを任された深夜，１人の宿泊客がやって来た。夕食を
食べ損ね，この時間になってお腹が空いてしょうがない，何か夜食を食べられないかというのである。そ
の旅館の近くに食事のできるところはなく，館内にも大規模旅館と違って夜食の取れるところはない。彼
女は機転を利かせ，厨房にあった賄い食用だと思われるうどんのパックを使って，素うどんを出した。深
夜，空腹の状況ではその素うどんに客が喜んだのは言うまでもない。しかし，翌朝になって，母親である
女将にそれを話したところ，烈火のごとく怒った。客は喜んだかもしれないが，そのサービスをいつもで
きるのか，あの旅館は深夜フロントでうどんを作ってくれるらしいという評判が立って，またそれを要求
されたらどうするのか，というのが彼女の言い分である。
このエピソードの紹介者，松坂健はこれを，個人客への対応が重要になってきた今日ならばできなけれ
ばならないサービスだとして取り上げている。高度経済成長期からバブル期にかけての団体客が主流の時
代なら，例外を設けない型どおりのサービスだけでよかったが，個人客対応の今日ではそれはだめだとい
うのである。ここではマス・ツーリズムのサービスとスモール・ツーリズムのサービスが混同されている。
いや，より根源的には，前田のいうサービスとホスピタリティが混同されている。前田のいうところに従
えば，大学生である旅館の娘がしたのは，宿泊代金という対価が得られることを前提としてなされたサー
ビスなのではなく，困っている人間に対して，人間の情としてなされたホスピタリティに満ちた行為だっ
た，ということになる。こうしたホスピタリティを個人客対応型のサービスと見ることは，サービスとホ
スピタリティを混同する基本的なパターンである。
この事例には，留意すべき二つの観点が存在する。
一つは，個人客をターゲットにしている伊東園ホテルグループや湯快リゾートによって確認されるもの
である。両社は，個人客をターゲットにしてはいるものの，松坂のいうような個人客対応のサービスを目
指しているわけではない。ましてや，先ほどの事例にあった，小規模旅館で可能であったホスピタリティ
など望むべくもない。そこではひたすらマス・ツーリズム対応型のサービスがなされる。その象徴的なも
のは夕食がバイキングであることだろう。もちろん，そこでの工夫は次のようになされている。バイキン
グでイメージされる，品数豊富でも食べたいものがあるかどうかという懸念を払拭するため，時期により
施設により，〇〇フェアと銘打って客を惹きつけるようなメニューを用意している。例えば伊東園ホテル
グループで見てみると，ある年の10月末まではある旅館ではローストビーフフェアを行なっており，11月
になると今度はあら汁，あら炊き，げんなり寿司など漁師料理フェアとなる。また，ある旅館では10月末
までは海老料理フェアだが，11月からはカニ料理フェアになる，といった具合である。こうしたマス・ツー
リズム的発想による工夫が，7,800円という格安料金の温泉旅館にもかかわらず，食べることを魅力ある
ものとしているのである。
松坂のいう個人客対応のサービスを，徹底して行なっていることで有名なのは――多くの人が一致して
名前を挙げるのは――，おそらく石川県和倉温泉の加賀屋であろう。そこで見られるものは，ホスピタリ
ティなどでは決してない。ホスピタリティを，現在流通する，「商品化されたホスト―ゲスト関係を前提
とする概念」（長谷1997：183）だと考えるのでなく，前田がいうように，上記説明を観光業界におけるサー
ビスの特質を示しているのだと理解するならば，すべてが明確になる。「加賀屋の流儀」とは，対価とし
て高額な宿泊料金（＝商品化されたホストーゲスト関係）が前提とされているからこそなされる高度な
3	 	 松坂健「旅館における個人客への対応」『観光』2001年６月号
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サービスなのである。これが先の事例と対比して考えるべき第２の観点である。
加賀屋のサービスはマス・ツーリズムの一つの極致というべきところに到達している。施設の大規模
化・高級化とは意味合いの異なる，サービスにおける個人客への対応がどのようにあるべきかのマス・
ツーリズムにおける極致なのである。245室の加賀屋は，マス・ツーリズム型の対応を強いられる大規模
温泉旅館ということができるのだが，そのサービスについては個人客対応の優れたものだと，いわば美談
のように語られる4。
通常の旅館では，小・中・大・特大という４種類ほどのサイズ分けである浴衣の用意が，加賀屋では12
種類のサイズを揃えており，なおかつ横幅も４種類のサイズを揃えているという。この程度なら，高額な
宿泊料金のマス・ツーリズム対応型温泉旅館だが，その分すべての客に対してきめ細かなサービスをして
いるのだとする評価に留まる。しかし，おそらく加賀屋らしいと伝聞されるのは客室係――到着から出発
まで同じ人間が担当することをモットーとしている――による次のような事例である。客室係は部屋へ案
内した宿泊客の様子や持ち物から，どのような目的で来たのか素早く察知する。故人を偲ぶための旅だと
分かれば陰膳が用意される。これは宿泊客の動静から何かを察知して，さまざまな個人対応をする細やか
さの代表的な例として真っ先に紹介されるものである。
陰膳のサービスは，次のようなまったく個人的な，その客だけのサービスにもつながっていく。加賀屋
のもてなしのかたちを作った先代女将の「後に語り草となる一つのエピソード」である。ある夜の宴会，
日本酒の銘柄にこだわる客の１人が，ある銘柄の酒をどうしても飲みたいと言い出した。その酒は県境を
越えた富山県の酒蔵が醸造する地酒だった。女将は「いまから取り寄せます」と，タクシーを走らせたが，
その酒蔵までは往復で３～４時間かかる。戻ったのは宴会がとうに終わった深夜である。しかし，客はわ
ざわざ自分一人のために富山まで買いに行ってくれたことに大満足だったという。
先の事例で，深夜，特別に素うどんを空腹の客に出したことは対価が前提とされてのサービスではなく，
前田が厳密化した定義によれば，ホスピタリティというべきものだった。一方，加賀屋で提供される個人
客対応のサービスは，明確に，支払われるべき対価に見合うサービスとしてなされるものだった。つまり
そこでは，「有償性の原理」（前田2007：24）が働いている。ここで筆者が進めてきている議論は，ごく限
定されたホテルでのバトラーサービスのことまで含めて理解すべき事柄であるようだ。
日本のホテルにおけるバトラーサービスについては，ホテル西洋銀座の安達実が，概略，次のような説
明をしている。（安達2007）
家庭での朝食の際，目玉焼きの加減やジャムの種類など，母親は家族の好みを熟知してそれを用意する。
同じような役割をバトラーはするのだとされる。通常ホテルでは，分業が進んでおり，一貫した顧客サー
ビスができない。バトラーサービスの基本的な考え方は，「接客を分業化せず，お客様のあらゆる要望は
バトラーが一手に引き受けて実行する」（安達2007：20），というものである。ルームサービスもランドリー
サービスも FAX を届けるのもバトラーが担当する。リピーターの客については，バスタイムで必ず使う
軽石があればそれを次回の滞在までホテルで預かり，常に自分のカップでハーブティーを飲みたい客のた
めにはそのカップを預かるのだという。初めての滞在客についても神経を研ぎ澄ます。部屋の掃除自体は
ハウスメイドが行なうものの，バトラーはタバコの好きな客にはもっと大きな灰皿を用意させたり，使用
した部屋の雰囲気から読書好きと分かればスタンドを追加したり，ワット数を変えるなどの指示をするの
だという。
ここまでホテル西洋銀座のバトラーの仕事を知らされて，和倉温泉加賀屋の客室係のサービスを連想し
た人も多いだろう。それらは客の願望を叶えるという点において，トーマス・クック以来のマス・ツーリ
4	 	 以下の記述は『加賀屋の流儀』2006，細井勝，PHP 研究所による。
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ズムの原理に則ったものだといってよい。他の宿では叶えられないような願望が「加賀屋の流儀」やバト
ラーサービスにおいては実現される。それはあくまで，高額な対価を前提としてマス・ツーリズムにおけ
る流儀（＝「有償性の原理」）として実現されるのであって，先に挙げた小規模旅館の大学生の娘が素う
どんを提供したホスピタリティの発現（＝「無償性の原理」）とはまったく性格の異なるものである。
いずれにしろ，源泉かけ流しの方向ではなく，マス・ツーリズム対応型に徹する温泉旅館の動向として，
明確に深化してきたものとして，私たちは二つのあり方を見てきた。一つは伊東園ホテルグループや湯快
リゾートの１泊２食7,800円というサービスを極力省力化したビジネスモデルだった。いま一つは，逆の
方向として，施設の高度化のみならず，バトラーサービスにも通じる，ソフト面での個人対応型のサービ
スを充実させる方向――これをホスピタリティと呼ぶべきではない――である。
インターネット社会における新動向
1990年代半ばから突入したインターネット社会においては，観光産業の各業種でそれまで構築してきた
システムが大きく揺さぶれることになった。航空会社，宿泊施設，旅行会社など，インターネットにおい
て新たな戦略を展開している――あるいは戦略の変更を余儀なくされている。
航空業界においてのコストダウンは，アメリカの格安航空会社がチャレンジしてきたような，機内サー
ビスの思い切ったカットや，伊東園ホテルグループや湯快リゾートと同様の，一人の人間が複数の仕事を
こなすというような工夫で一定の成果を上げてきた。しかし，インターネット社会になったことで，シス
テム自体が根源的に変わってしまったといえる。最も象徴的なのは，チケットレスという言葉である。こ
れは紙媒体のチケットを印刷・運搬する経費の節減に留まらず，それまでの CSR（computerized	reser-
vation		systems）の意義を大きく変え，顧客の囲い込みの重要性を各社に思い知らせることにもなった。
旅行業界にとっては，航空券のチケットレス化とは発券手数料の消滅と同義である。アメリカで先行し
て進んだのは，旅行会社への発券手数料の減額化，及びゼロだったが，やがて強気の航空会社の政策は，
紙媒体のチケットは有料だというところまで進んだ。これが可能になったのは，アメリカにおいては日本
のように JTB，近畿日本ツーリスト，日本旅行といった影響力の大きい旅行会社よりは，家族で経営す
るような弱小の旅行会社が主流だったからだともいわれるが，より重要な社会的環境の変化としては，イ
ンターネット社会になってしまったことが大きい。消費者が旅行会社まで足を運ぶ必要がなくなったので
ある。
日本においては，オフ期にはまだ旅行会社の販売力に頼る必要があるため，日本航空や全日空は手数料
ゼロというところまでは容易にいけないものの，顧客の囲い込みという点に関しては，両社とも積極的で
ある。これはかなり以前から，アメリカの航空会社で始まった FFP から自社カードへの加入勧誘にと戦
略が移ってきている。特に後者のクレジットカードは，ホームページでの予約⇨クレジットカードによる
支払い⇨チケットレスで空港へ，ということまでもが含意されている。この新戦略は，それまでの時代に
当然視されていた経費の大幅削減と同義だった。かつては顧客が旅行会社を経由して予約申し込みをした
り，電話等で予約したチケットの受け取りを市中の航空会社支店・営業所でしていた。航空会社にとって
は，前者は旅行会社への発券手数料の支払い，後者は支店・営業所運営経費や人件費の面において相当の
経費が必要だったが，チケットレス時代となった今日，そうした経費は大幅に節減されることとなった。
インターネット社会になったことで，消費者・顧客が旅行会社に足を運ばなくとも，ホームページを閲
覧することで予約もできてしまうというのは，宿泊施設についてはさらに広範になされている。先の伊東
園ホテルグループや湯快リゾートは，そもそも旅行会社からの送客も，市販ガイドブックへの掲載――多
くの場合掲載料が必要――による予約も当てにしてはいなかった。インターネット社会以前には，由布院
温泉や黒川温泉が典型的だが，口コミで伝わって人気が出た後，テレビ番組や雑誌の取材を受けてさらに
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口コミが広がる，というのが常だった。しかし今日では，ホームページによって絶えず新しい試みは情報
として伝播していく。おそらく，伊東園や愉快よりも，そうしたホームページの活用についてはビジネス
ホテルが先行していたのだと思われる。
格安の宿泊施設は WEB 上の旅行会社にとっては販売額が少ないため旨味がなく，高額の宿泊施設のよ
うに取り上げられることがあまりない（契約がなされていない）。現在のところ，WEB 上の旅行会社（オ
ンラインエージェント）の送客手数料は，先に触れてきた現実世界の旅行会社（オフラインエージェント）
の送客手数料ほど高くないため，大変に高い伸びを示してきている。しかしながら，2007年度に表面化し
た楽天トラベルの契約更新では送客手数料の上昇や提供客室数の増大という，結局は従来の旅行会社に近
くなっていく傾向が生まれた。
いずれにしろ，大手旅行会社において開発・バージョンアップされてきた CSR は大きな壁に突き当た
ることになった。何十億という開発資金をかけて発展させてきた大手旅行会社の予約システムは，自社の
支店・営業所，関連会社，提携旅行会社に端末を置くことで広範な販売網を全国に張り巡らすことが最大
の目的だった。インターネット社会以前なら，顧客・消費者は自ら電話して遠方の旅館・ホテルを複数軒
予約するよりは，旅行会社へ行って，CSR によってすべて予約してもらう方が便利だった。しかし今では，
ホームページから各宿泊施設も航空会社も簡単に予約することができるようになったのである。インター
ネット社会となり流通の仕組みが変わってしまったのだといえる。
「日本秘湯を守る会」をめぐって
インターネット社会では，その効率性からビジネスホテルや伊東園ホテルグループ・湯快リゾートのよ
うな，効率主義・省力化をモットーとしたビジネスモデル構築に邁進した宿泊施設ばかりが恩恵をこうむ
るように思われるかもしれないが，実は源泉かけ流しで，スモール・ツーリズムというべきあり方で経営
している10室程度以下の小規模温泉旅館にも大きなチャンスが生まれている。意外と思われるかもしれな
いこの点について，温泉観光の未来を見通す本論の最後に述べておきたい。
ホテル経営のあり方，特に国際的なホテルのチェーン展開のあり方としては，従来，次のように分類さ
れていた。①所有直営方式，②リース方式，③経営委託方式，④フランチャイズ方式，⑤リファーラル方
式，などである（原・岡本1979：204–209，鈴木・大庭1999：51–54）。しかし今日では，「独立系のホテル
が経営の独立性を維持したままで，予約など一部の業務を共同化する」リファーラル方式についてはコン
ソーシアムといわれ，チェーンとは別の概念だとされている（長谷1997：193）。アメリカの著名なグルー
プでいえば，Best	Western がそれに当たる。
Best	Western は明確なモーテル・チェーンのように外装を統一化することなく，個々に独立した建造
物として運営されていた全米各地のモーテルが，共通パンフレットや共同予約システムの便宜性から結び
ついたコンソーシアムである。同じ名称のモーテル名を名乗ってはいるものの，地域ごとの特色ある建造
物として個性を出している。少なくとも，ホリデイ・インやラマダ・インのような画一性からは逃れてい
る。各宿泊施設の個性が保たれていることはコンソーシアムの良さである。
小規模な温泉旅館についても，源泉かけ流しなど一定の方針・信条を共有するコンソーシアムが出来上
がっており，インターネット社会の中で優位性を発揮しつつある。
ここの記述で筆者が念頭においているのは，「源泉湯宿を守る会」と「日本秘湯を守る会」である。前
者については，まだ2004年に設立された新しいもので，ビジネス上のコンソーシアムというよりも，源泉
かけ流しの一定の思いを共有することでのつながりである。しかし，温泉へのこだわりが広く知れ渡るこ
とで，後者のような予約の受付というところまで進むのは時間の問題ではないかと思われる。
「源泉湯宿を守る会」は，本論で述べてきたような，温泉そのものへの関心が高まってきた時代にあっ
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て，必然的に生まれた組織ということができる。その規約には，次のように記されている。「正会員は，
源泉を所有するか，又は分湯権を有していること」，「正会員の湯宿は源泉掛け流しで，客一人当たり毎分
１リットルの目安で給湯されていること」，そして「正会員の湯宿は，源泉がそのまま主要な浴槽に，一
年を通して適温で給湯されていること」である。後の論文で明らかにされるように，地域文化そのままの
高温を維持するケースと，ツーリズムを意識して加水し，適温にするケースでは私たちは区分して考える
必要があるのだが，ここでは加水・冷却による「適温」も含めて源泉かけ流しは考えられている。
一方，「日本秘湯を守る会」の方である。こちらは温泉旅館のあり方として，和倉温泉加賀屋や伊東園
ホテルグループ・湯快リゾートのようなマス・ツーリズム対応型とは異なる小・中規模旅館が，スモール・
ツーリズムか，せいぜいミディアム・ツーリズムに留まることを選んだケースである。しかしインター
ネット社会にあっては，そのコンソーシアムは有効に機能しており，私たちが検証するに値するものと
なっている。
「日本秘湯を守る会」は（株）朝日旅行会（（株）朝日旅行の前身）岩木一二三の提唱で1975年（昭和50
年）に設立された。（株）朝日旅行会自体は朝日新聞グループの一員として，朝日新聞読者へ旅行の機会
を提供することを目的に53年４月に設立されている。70年には海外旅行を扱う（株）朝日新聞事業と，国
内旅行を扱う東京，大阪の（株）朝日旅行会の３社に分かれた。本論とは関係ないが，（株）朝日新聞事
業は特色ある海外旅行を主催することで業界人にはよく知られていた。筆者の記憶では中国の九寨溝ハイ
キングツアーを実施したのも同社が最初ではなかったかと思う。いずれにしろ，新聞社のグループ企業と
して国内旅行も海外旅行も特色ある，文化の香りや自然を意識したツアーが造成されていた。そのような
文脈で「日本秘湯を守る会」との関係は理解されるべきである。同会の事務局が現在の（株）朝日旅行内
に置かれていることや，予約センターの仕事も実質的に同社が担っていることなどビジネス上の関係だけ
でその起源を理解すべきではない。
1960年代の高度経済成長期には温泉地・観光地の宿泊施設は次々に大型化していった。旅行会社を経営
する岩木にとっても，そんな鉄筋コンクリートの高層化した宿泊施設に泊まることが日常と化していたの
ではなかったのかと思われる。現代人が進めてきた近代文明のあり方に疑問を抱きつつ生きてきた岩木
は，70年頃，仕事を離れて奥鬼怒の渓谷に位置する温泉宿に泊まる。ランプの明かりを頼りに囲炉裏端で
主人と語りあったことで，岩木には自分が取り組むべきものが明確になったのである。
その覚悟は次のように書かれている。
（･･････）細々と山小屋を守る老夫婦の姿には頭が下がった。人間としてのせいいっぱいの頑張りと
生きがいが山の宿に光っていた。
（･･････）秘湯で歴史を守ろうとじっとたえてきた人々の心の尊さがわかっていただける時代が帰っ
て来たのである。秘湯を守る皆さんや，秘湯を訪ねられるお客さん方に，私たちが近代社会の中で失
いかけていたものは…という問いを投げかけてみたいのである。（日本秘湯を守る会2006：2）
あるいは，「日本秘湯を守る会」のホームページでは，「今の状況は，本来の旅の姿ではない。人間性を
置き忘れている。旅の本質を見失っている。何時の日か人間性の回復を求め，郷愁の念に駆られ山の小さ
な温泉宿に心の故郷を求め，本当の旅人が戻ってくる。旅らしい旅が求められる時代が来る」，「日本の温
泉のよさを保ち，環境保全に努める経営理念を相互に啓発・啓蒙する温泉旅館を集めて共同宣伝，相互誘
客を計る組織の結成を」という岩木一二三の提唱が，収容力が小さく，交通の便も悪く，近代化の波に乗
れない山の宿には勇気を与えるものだったことが明示されている。
1975年４月には，33軒の温泉旅館によって「日本秘湯を守る会」が設立された。77年には会員宿が38軒
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となり，岩木の紀行文を中心とした共同ガイドブックである『日本の秘湯』が発行されている。会員数は
その後も増え続け，『日本の秘湯』改定16版が出された2006年には会員宿は185軒となっている。このコン
ソーシアムの形成は，1982年頃からのテレビ放送などを通じての秘湯ブームも大いに助けとなっている。
しかし，同会が本当に力をつけていくのは，温泉の質にこだわる，本論で見てきたような温泉観光客の意
識変化があったからだと見ることが適切であるかもしれない。
ただ，ここで重要なのは，意外と思われるかもしれないが，同会の入会資格が，源泉かけ流しの宿が条
件とはなっていないことである。湯量が豊富ではないため循環ろ過方式を採用している宿も含まれてい
る。このことは温泉へのこだわりだけでなく，ほぼそれと同じようなウェイトで，岩木の文章やホーム
ページの説明から分かるように，スモール・ツーリズムに徹する意思の宿がコンソーシアム加入の条件と
なっていると忖度される。
先に，ホテルチェーンの運営方法として過去においてはリファーラル方式とされていたものが，今日で
はコンソーシアムと呼ばれている例として Best	Western という，その規模からいえばマス・ツーリズム
対応型というべきモーテルのグループを挙げた。「日本秘湯を守る会」のようなスモール・ツーリズムか，
せいぜいミディアム・ツーリズムを想定しているアメリカでの事例としては，全米で200軒を超えるカン
トリー・インが加盟している Independent	Innkeepers’	Association を挙げることができる。『日本の秘湯』
に該当するガイドブックとしては“The	Inkeepers’	Register”が発行されている。設立の経緯も日本の
ケースとよく似ている。岩木一二三に当たる Norman	T.	Simpson がカントリー・インの良さを広く全米
に広めるために作られた組織であり，マス・ツーリズムとは異なるスモール・ツーリズムとしてアメリカ
のロッジング・ビジネスでは確固たる地位を占めている。
さて，「日本秘湯を守る会」の方である。同会では83年より会員宿に10泊すると１泊無料招待するとい
うスタンプ事業を開始している。その年間招待者は94年に初めて2,000人を超え，98年には5,000人，2001
年には8,000人，03年10,000人，06年14,000人と順調に数を伸ばしてきている。2007年６月１日には正式に
公式 WEB サイトを開設し，宿泊予約の受付も開始した。会員宿から WEB サイトに提供されている客室
数はごくわずかではあるものの――もともとの部屋数が10室程度のところが多いことからすれば当然とい
える――，大手旅行会社や楽天トラベルのような WEB 上の旅行会社が各旅館から客室を提供されるのと
は根本的に異なる仕組みが出来上がったのである。いわば，インターネット社会で適合するかたちが見え
始めたのだといってもよい。
４．温泉観光の未来――旅行形態論の視点から
前節では温泉地・温泉旅館が，①源泉かけ流しを前提に地域文化らしさを維持し，湯治の習慣や共同湯
が残るようなケースと，②源泉かけ流しにはまったくこだわらず，マス・ツーリズムを徹底化させる方向
へ向かうケースの，大きく二つに分化してきたものの，その中間にスモール・ツーリズムからせいぜいミ
ディアム・ツーリズムに留まるケースを想定した。特に②におけるマス・ツーリズムのあり方としては対
照的な，個人対応のサービスを充実させるケースと，効率化（＝サービスの省力化）によって格安料金を
実現しているケースについて触れた。①については，「東北温泉論」と「共同湯を考える」において十分
に論じられる予定なので，ここでは最後のまとめとして，実際にどのような観光客がやってくるのかとい
う旅行形態論の視点も採り入れて，温泉観光の将来を見通せるような細分化を考えてみたい。
①　地域文化らしさ（= 真正性）の維持……自然の恵みである温泉が自然湧出し，そこにほとんど人
間の手が加わらない状態。当初は無人であり，宿泊施設もなく，地元の人に愛用されているだけ
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の状態から，少人数の外来客がやってくるまでの状態が含まれる。温泉湧出量の多い場合には，
江戸時代においてすでにそうであったように，当然ながら湯治客のための宿泊施設ができる。そ
の場合でも，温泉が療養のために利用されるという意味では地域文化らしさは保たれている。東
北地方の農民が冬季に温泉地にやって来るケースなど湯治という地域文化を尊重する点に外来者
の特徴がある。つまり観光にやって来るのではなく，湯治にやって来ているのである。また，今
日，温泉資源に恵まれた地域においては，共同湯として家庭の風呂代わりに地域住民に使用され
るケースも，地域の一つのあり方として地域文化が維持されていると見ることができる。ただこ
の場合には，温泉資源の保護という観点から共同配湯方式などが採用されていることも多いが，
温泉資源・地域社会・観光の関係性から考えるならば，観光客を迎え入れるために温泉資源の取
り扱い方が変わったのでなく，地域社会固有の問題の処理として変形してきているならば，それ
は地域文化の範疇での変化だと見ることができる。ただし，こうした地域社会で機能している共
同湯を，その地域文化らしさで訪れたい観光客（主として個人客か，４～５名程度のグループ客）
も生まれており，その受け入れ方法によっては観光と地域社会の関係に変化が生まれる可能性が
ある。
②　真正性をスモール・ツーリズムにおいて活かす……源泉かけ流しが原則（ただし，源泉が高温で
あるための谷水などの加水は含めるのが大勢）。小規模の宿泊施設ができ，湯治客ばかりでなく，
観光客も意識的に迎え入れる。温泉旅館の場合でいえば，観光客の願望――例えばシャワーの設
置，豪華な食事，エアコン，カラオケなど――を次々に叶えるという方向には向かわず，自分た
ちの無理なく提供できるもので満足してもらうスモール・ツーリズムに留まるケース。自然や地
域文化がそれほど損なわれない状態を維持できる。ここでも温泉好きの個人・グループ客が中心
となる。旅行会社からの送客よりも，温泉好きな人たちの間における口コミ，コンソーシアムを
含むホームページ，温泉専門ガイドブックなどの媒体などを通じたリピーターが育っていく環境
の形成を重視する。
③　真正性を変更して地域振興，もしくは自らの施設の発展を図る……程度によってミディアム・
ツーリズムからマス・ツーリズムまでのグラデーションが見られる。観光客にとっての便宜さを
考え，願望を叶えるかたちでの施設を作り，地域文化らしさを変更してでも温泉の提供をする。
例えば，源泉が高温であるため，外来者である観光客でも入りやすいような適温の浴槽を準備す
る。温泉には本来必要なかったシャワーや石鹸，シャンプー ･ リンスなどが備え付けられる。そ
の基盤にあるのは，より多くの観光客を迎えたいという意思であり，湯量と収容定員との兼ね合
いで循環ろ過方式が導入される可能性も生まれる。ただ，この②から③への移行については，温
泉そのものに関していえば，まだ良質さが維持されている段階から④に近い段階までさまざまな
ケースが想定される。客室数によっては，平日を埋めるのに旅行会社からの送客が当てにされた
りもする。旅行形態として報奨旅行，職場旅行，（農協，議員講演会，信組 ･ 信金などの）組織
内募集旅行，親睦旅行といった団体旅行やパッケージツアー・新聞募集旅行など，旅行会社に頼
る必要が生まれてくる。
④　観光文化を積極的に提供し，マス・ツーリズムを受け入れる……温泉の用途の多様化を強く意識
し，観光客の願望に応えるべく，宴会場や会議室，夜食のための食事処，カラオケ，バー・クラ
ブ，ゲームコーナーなどの施設が用意される。客室数が30室から50室，100室と拡大されるため，
あるいは温泉の提供がさまざまなかたち（露天風呂，洞窟風呂，家族風呂，露天風呂付きの部屋
など）でなされるため，ほぼ循環ろ過方式を採用することとなる。本来の温泉の用途である療養
はまったく意識されず，大量の観光客を迎え入れるための仕組み・施設が地域，個々の温泉旅館
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に形成される。地域社会で共同湯であったものも，城崎のように，地域住民のためというよりは，
旅館の内湯に対する外湯として，観光客のための施設となる。このタイプでは，旅行会社からの
送客率が70％近くなることも珍しくはない。旅行形態としては，③で挙げた各種旅行形態がより
大型化する必要があるし，より多くのパッケージツアー・新聞募集旅行での集客が必要となる。
このような分化を，旅行形態と結びつけて考えることで，温泉観光の未来は自ずと浮かび上がってくる。
観光客の側からすれば自分の好み・用途に適した温泉地（＝観光対象）を限定することであり，温泉旅館
などの観光媒体からすれば自分たちに適合する観光客層や旅行形態のタイプを選択する目安となるはずで
ある。
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